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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　細長い基板と、前記基板上に長手方向に沿って形成された通電により発熱する抵抗発熱
体と、を有する加熱部材と、
　前記加熱部材の周りを回転可能とされた、内周面が前記加熱部材の第一の面と摺動する
無端状ベルトと、
　前記加熱部材の第二の面と接触する、前記基板よりも熱伝導率が高い熱伝導部材と、
　前記無端状ベルトと接触することで、前記無端状ベルトの回転を支持するガイド部材と
、
　前記無端状ベルトの外周面に接触してニップ部を形成するニップ部形成部材と、
を有し、画像を担持した記録材を挟持搬送しつつ加熱する画像加熱装置であって、
　前記記録材の搬送路面内で記録材の搬送方向と直交する方向において、前記画像加熱装
置で搬送可能な最大幅サイズの記録材の通過領域の領域内で、前記熱伝導部材が前記加熱
部材と接触している第一領域は、前記熱伝導部材が接触していない第二領域よりも広く、
　前記記録材の搬送方向へ突出し前記無端状ベルトと接触している、前記ガイド部材の凸
部は、前記第二領域に対応する位置に設けられていることを特徴とする画像加熱装置。
【請求項２】
　前記ニップ部で前記記録材が挟持搬送されることを特徴とする請求項１に記載の画像加
熱装置。
【請求項３】
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　前記ニップ部形成部材が回転体であることを特徴とする請求項１又は２に記載の画像加
熱装置。
【請求項４】
　前記凸部は、前記無端状ベルトの内面から接触することを特徴とする請求項１乃至３の
何れか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項５】
　前記基板の長手方向において、前記凸部の幅は前記第二領域の幅とほぼ同一の幅である
ことを特徴とする請求項１乃至４の何れか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項６】
　前記第二領域における前記ガイド部材の前記無端状ベルトとの接触圧は、前記第一領域
における前記ガイド部材の前記無端状ベルトとの接触圧よりも高いことを特徴とする請求
項１乃至５の何れか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項７】
　前記第二領域における前記ガイド部材の熱伝導率は、前記第一領域における前記ガイド
部材の熱伝導率よりも高いことを特徴とする請求項１乃至５の何れか１項に記載の画像加
熱装置。
【請求項８】
　前記第一領域では、前記ガイド部材が前記無端状ベルトと接触しないことを特徴とする
請求項１乃至５の何れか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項９】
　前記凸部は、前記ガイド部材における前記加熱部材を支持する支持部へ突出することを
特徴とする請求項１乃至８の何れか１項に記載の画像加熱装置。
【請求項１０】
　前記凸部は、前記搬送方向と前記基板の長手方向とに直交する方向へ突出することを特
徴とする請求項１乃至９の何れか１項に記載の画像加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式などの複写機・レーザービームプリンタ等の画像形成装置に搭
載する定着装置として用いれば好適な画像加熱装置に関する。
【０００２】
　画像加熱装置としては、記録材（紙など）上に形成させた未定着トナー像を記録材に加
熱定着させる定着装置、記録材に仮定着されたトナー画像あるいは一度加熱定着されたト
ナー像を再度加熱加圧して光沢度を向上させる画質改質装置などが挙げられる。以下、定
着装置として説明する。
【背景技術】
【０００３】
　定着装置には、従来から熱ローラ方式、フィルム（ベルト）加熱方式などの装置が知ら
れている。
【０００４】
　フィルム加熱方式の定着装置（特許文献１）は、セラミックス製の基板上に抵抗発熱体
を有する加熱ヒータ、加熱ヒータと接触しつつ加熱され回転する定着フィルム、定着フィ
ルムを介して加熱ヒータとニップ部を形成する加圧ローラなどを有している。未定着トナ
ー画像を担持する記録材（以下、用紙と記す）は、このニップ部で挟持搬送されつつ加熱
され、これによりトナー画像は用紙に定着される。
【０００５】
　複数色のトナー像を重ねるカラー画像形成装置では、トナーをより混色させ定着画質を
向上させるために定着フィルムの上にゴム層を設ける場合もある。モノクロの画像形成装
置では定着フィルムの熱容量を極力減らし温度の立ち上がりを早くするためゴム層を設け
ない構成が多い。定着フィルムの材質としては強度が高く熱伝導性の高いＳＵＳなどの金



(3) JP 6573414 B2 2019.9.11

10

20

30

40

50

属材料や、熱容量が小さく成型性が良好なＰＩなどの耐熱性樹脂などが用いられる。
【０００６】
　いずれにしてもフィルム加熱方式の定着装置は、熱ローラ方式の定着装置の熱ローラに
比べ、熱容量の小さいフィルムを定着部材として用いているため定着部材を所定温度に立
ち上げるまでの時間を短縮することができる。また立ち上がり時間が短いため、スタンバ
イ時に定着部材を暖めておく必要がなく消費電力を極力低く抑えることが可能である。
【０００７】
　フィルム加熱方式の定着装置に用いる一般的な加熱ヒータの模式図を図１５の（ａ）に
示す。この図は定着フィルムと接触し定着フィルムを加熱する抵抗発熱体２０１、２０２
を有するヒータ表面を示している。加熱ヒータ２００は、細長いセラミックス製の基板２
０７の上に平行２条の抵抗発熱体２０１、２０２が導電体２０３を介して直列に設けられ
る構成をとることが多い。抵抗発熱体２０１、２０２の端部にはそれぞれ導電性の電極２
０４、２０５が設けられ、電極部２０４、２０５から抵抗発熱体２０１、２０２に通電す
ることで発熱するようになっている。
【０００８】
　この加熱ヒータ２００を熱容量の小さい定着フィルムの内面に接触させ直接定着フィル
ムを加熱するため、定着フィルムや加圧ローラが長手方向一様に素早く温度が立ち上がる
ようになっている。しかし、抵抗発熱体２０１、２０２の長手幅に対し比較的幅の狭い用
紙（小サイズ用紙）を連続して通紙させると、定着フィルムを介して加熱ヒータ２００が
密着する加圧ローラの非通紙領域の温度が通紙領域よりも高くなってしまう。
【０００９】
　図１５の（ｂ）に小サイズ用紙を通紙した時の加圧ローラの長手方向の温度分布を示す
。小サイズ用紙を連続して通紙させると非通紙領域の加圧ローラ温度が上昇してしまうた
め、加圧ローラの耐熱温度を超えないように通紙間隔をあけ、昇温した加圧ローラの温度
を均すような制御をしている。そのため、フィルム加熱方式の定着装置では小サイズ用紙
の生産性が低下してしまうことが課題の一つとなっている。
【００１０】
　この小サイズ用紙の生産性を上げるため、図１５の（ｃ）に示すように、基板２０７の
抵抗発熱体２０１、２０２のある面とは逆の面（基板裏面）に熱伝導部材２０８を設ける
構成をとることがある（特許文献２）。
【００１１】
　ヒータ基板２０７の裏面に、熱伝導部材２０８として、ヒータ基板よりも熱伝導率の高
い銀ペーストを塗布して設ける場合や、アルミ板など接触さる場合などがある。アルミ板
は銀よりも熱伝導率は低いが金属の中では比較的高熱伝導であり安価で設置できる利点が
ある。このような熱伝導部材２０８を加熱ヒータ裏面に設けることにより、小サイズ用紙
を通紙した場合における非通紙領域の熱をヒータ長手方向に均すことができ、小サイズ用
紙の生産性を上げることが可能となる。
【００１２】
　しかしながら、このように熱伝導部材２０８を加熱ヒータ２００に設ける場合、加熱ヒ
ータ２００（ヒータ基板２０７）の熱膨張量と熱伝導部材２０８の熱膨張量が異なること
による熱伝導部材２０８の変形が生ずることがある。
【００１３】
　加熱ヒータ２００が加熱と冷却を繰り返す（ヒートサイクル）と、この熱膨張に差がる
状態での伸縮の繰り返しとなるため熱伝導部材に応力が繰り返しかかり、アルミ板など強
度の弱い材料を熱伝導部材２０８に用いた場合に変形する場合がある。
【００１４】
　熱伝導部材２０８が変形してしまうと加熱ヒータ２００との密着性が低下してしまい、
熱伝導部材２０８による温度の均し効果が低下しまうことがある。このヒートサイクルに
よる熱伝導部材２０８の変形を防止するために、熱伝導部材２０８をヒータ長手方向で複
数部材に分けて用いると上記のようなヒートサイクルによる変形を抑えられることが考え
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られる。熱伝導部材２０８の大きさを複数部材に分割して部材一つの幅を短くし、一つの
部材の膨張量を少なくすることでヒートサイクルによる熱伝導部材２０８にかかる応力を
緩和し、熱伝導部材２０８の変形を抑えることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開平０４－０４４０７５号公報
【特許文献２】特開平１１－２６０５３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、上述のように熱伝導部材２０８を長手方向で複数部材に分割して加熱ヒ
ータ２００の裏面に設けた構成においては次のような事象が発生することがあった。
【００１７】
　図１６の（ａ）に熱伝導部材２０８を長手中央部で２つに分割した構成の模式図を示す
。Ｑは熱伝導部材２０８が加熱ヒータ裏面に接触している第一領域である。Ｓは分割した
熱伝導部材２０８の相互離間部である。この離間部Ｓが、熱伝導部材２０８が加熱ヒータ
裏面に接触していない第二領域である。この場合、第一領域Ｑと第二領域Ｓとで定着フィ
ルムに長手方向の温度ムラが発生してしまい定着画像で光沢ムラなど画像不良が発生する
ことがあった。この光沢ムラは特に熱伝導部材２０８が冷めている状態（コールド状態）
からの加熱ヒータ立ち上げ時に顕著に発生する。
【００１８】
　図１６の（ｂ）に、図１６の（ａ）の熱伝導部材分割構成の加熱ヒータ２００を用いた
定着装置をコールド状態から立ち上げた時の定着フィルムの温度ムラを表した図を示す。
この図に示すように加熱ヒータ長手方向において、第二領域Ｓに対応している加熱ヒータ
部分は熱伝導部材２８０に熱を奪われないため、第一領域Ｑに対応している加熱ヒータ部
分よりも温度が高温になってしまう。

　そのため、加熱ヒータ２００の第二領域Ｓに対応している定着フィルム部分及び加圧ロ
ーラ部分の温度も高温になる。そして、定着画像において第二領域Ｓに対応している部分
の光沢が上がり、縦方向（用紙搬送方向）に光沢スジの入った画像になってしまうことが
あった。
【００１９】
　熱伝導部材２０８が十分に暖まった状態（ホット状態）になると加熱ヒータ２００の熱
は熱伝導部材２０８に逃げ難くなるため、この長手方向の温度ムラによる光沢ムラ画像は
発生し難い。また上述の様なカラー画像形成装置で用いられるゴム層を設けた定着フィル
ムを用いる場合においても、ゴム層の熱容量により長手方向の温度ムラが緩和されるため
比較的この光沢ムラ画像は発生し難くい。
【００２０】
　一般的にモノクロの画像形成装置に用いられるような熱容量の小さい定着フィルムを用
いる場合にコールド状態からの立ち上げ時に長手方向の温度ムラが生じ易いため、この光
沢ムラ画像が発生し易いことが分かっている。
【００２１】
　このコールド状態からの立ち上げ時に発生する長手方向の温度ムラを抑制するために、
加熱ヒータ２００の第二領域Ｓに対応している抵抗発熱体部分の発熱量を抑えた構成をと
ることが考えられる。この構成にすることでコールド状態の光沢ムラを抑えられる。
【００２２】
　しかし、熱伝導部材２０８が十分に暖まったホット状態になると加熱ヒータ２００の第
二領域Ｓに対応している部分の発熱量が足りなくなる。そのために、逆に、定着画像にお
いて第二領域Ｓに対応している部分の光沢が下がることで縦方向に光沢スジの入った画像
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になってしまうことがあった。
【００２３】
　そこで、本発明の目的は、フィルム加熱方式の画像加熱装置における上記のような課題
を解消することにある。即ち、装置で使用可能な最大幅サイズの記録材よりも幅が小さい
記録材の導入による非通過部昇温を抑制して生産性を向上し、且つコールド状態からホッ
ト状態まで光沢ムラの画像不良の発生がない画像加熱装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２４】
　上記の目的を達成するための本発明に係る画像加熱装置の代表的な構成は、
　細長い基板と、前記基板上に長手方向に沿って形成された通電により発熱する抵抗発熱
体と、を有する加熱部材と、
　前記加熱部材の周りを回転可能とされた、内周面が前記加熱部材の第一の面と摺動する
無端状ベルトと、
　前記加熱部材の第二の面と接触する、前記基板よりも熱伝導率が高い熱伝導部材と、
　前記無端状ベルトと接触することで、前記無端状ベルトの回転を支持するガイド部材と
、
　前記無端状ベルトの外周面に接触してニップ部を形成するニップ部形成部材と、
を有し、画像を担持した記録材を挟持搬送しつつ加熱する画像加熱装置であって、
　前記記録材の搬送路面内で記録材の搬送方向と直交する方向において、前記画像加熱装
置で搬送可能な最大幅サイズの記録材の通過領域の領域内で、前記熱伝導部材が前記加熱
部材と接触している第一領域は、前記熱伝導部材が接触していない第二領域よりも広く、
　前記記録材の搬送方向へ突出し前記無端状ベルトと接触している、前記ガイド部材の凸
部は、前記第二領域に対応する位置に設けられていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、装置で使用可能な最大幅サイズの記録材よりも幅が小さい記録材の導
入による非通過部昇温を抑制して生産性を向上し、且つコールド状態からホット状態まで
光沢ムラの画像不良の発生がない画像加熱装置を提供することができる。
抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】実施例１における定着装置の要部の横断面模式図である。
【図２】同じく要部の正面模式図である。
【図３】（ａ）は同じく要部の縦断正面模式図、（ｂ）は同じく要部の一部切り欠き模式
図である。
【図４】フィルムユニットの分解斜視模式図である。
【図５】加熱ヒータの構成説明図である。
【図６】（ａ）は実施例２における定着装置の要部の横断面模式図、（ｂ）はヒータホル
ダーの斜視模式図である。
【図７】実施例２における定着装置の構成説明図である。
【図８】実施例２における定着装置の他の構成の説明図である。
【図９】熱伝導部材を３つに分割した場合の定着装置の構成説明図である。
【図１０】定着装置の他の構成の説明図である。
【図１１】定着装置の更に他の構成の説明図である。
【図１２】定着装置の更に他の構成の説明図である。
【図１３】定着装置の更に他の構成の説明図である。
【図１４】画像形成装置例の概略図である。
【図１５】一般的な加熱ヒータの説明図である。
【図１６】熱伝導部材を分割した場合における定着フィルムの長手方向の温度ムラの説明
図である。
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【発明を実施するための形態】
【００２７】
　［実施例１］
　まず、本実施例１における画像形成装置の本体構成を説明し、次いで、本発明に係わる
画像加熱装置（定着装置）について詳述する。
【００２８】
　（画像形成装置例の説明）
　図１４は本実施例１における画像形成装置５０の概略図である。この画像形成装置５０
は転写型の電子写真プロセスを用いたモノクロプリンタである。１は像担持体としてのド
ラム型の電子写真感光体（以下、ドラムと記す）であり、矢印Ｒ１の時計方向に所定の周
速度（プロセススピード）で回転駆動される。このドラム１の周りにはドラム回転方向に
沿って順に、ドラム１に作用する電子写真プロセス手段としての、帯電器２、露光装置３
、現像器５、転写ローラ１０、及び感光ドラムクリーナー１６が配置されている。
【００２９】
　本例では回転するドラム１はその周面が帯電器２によってマイナス極性の所定の電位に
一様に帯電される。その帯電処理面に対して露光装置３により画像露光がなされる。本例
では露光装置３はレーザスキャナであり、パソコン等の外部ホスト装置５００（図２）か
ら制御部（制御回路部）４００に入力した電気的画像情報に対応して変調されたレーザ光
Ｌを出力してドラム１の帯電処理面を走査露光する。これによりドラム１の表面上に露光
パターンに対応した静電潜像が形成される（ドラム１の表面の露光された部分は表面電位
が上がる）。
【００３０】
　その静電潜像がブラックトナーが入った現像器５によってトナー像として現像される。
本例ではトナーはマイナス極性に帯電されており、ドラム１上の静電潜像部にのみマイナ
ストナーが付着し、ドラム１上にトナー像が形成される。
【００３１】
　一方、シート状の記録材（以下、用紙と記す）Ｐが積載収容されているカセット７から
用紙Ｐが給紙ローラ４によって所定の制御タイミングで一枚分離給紙される。記録材Ｐは
紙に限られない。樹脂シートやコート紙など紙以外の材質のシート材、紙との複合シート
材であってもよい。また、用紙Ｐの幅もしくは幅サイズとは、用紙面において、用紙搬送
方向（記録材搬送方向）に直交する方向に寸法である。また、画像形成装置又は定着装置
で搬送可能（使用可能）な最大幅サイズの用紙を大サイズ用紙、この大サイズ用紙よりも
幅が小さい用紙を小サイズ用紙とする。
【００３２】
　カセット７から給紙された用紙Ｐが搬送ローラ６によってドラム１と転写ローラ１０と
の当接ニップ部である転写ニップ部Ｎに搬送されて、転写ニップ部Ｎで挟持搬送される。
用紙Ｐが転写ニップ部Ｎを通過する間、転写ローラ１０には不図示の電源からトナーの極
性とは逆の極性であるプラス極性の転写バイアスが印加される。これにより、ドラム１側
のトナー像が転写ニップ部Ｎにおいて用紙Ｐの面に順次に転写される。
【００３３】
　転写ニップ部Ｎを通った用紙Ｐはドラム面から分離され、定着装置１００に搬送されて
トナー像の加熱定着処理を受ける。定着装置１００を通った用紙Ｐは画像形成物として排
紙ローラ８によりプリンタ上面の排出トレイ９に排出される。また、用紙分離後（転写後
）のドラム１は弾性体ブレードを有する感光ドラムクリーナー１６によって表面の転写残
トナーが除去されて清掃面化され、繰り返して画像形成に供される。
【００３４】
　（定着装置の概要）
　本実施例の定着装置１００は、立ち上げ時間の短縮や低消費電力化を目的としたフィル
ム（ベルト）加熱方式の画像加熱装置である。図１は本実施例における定着装置１００の
要部の横断面模式図である。図２は図１中矢印Ａ１方向（用紙搬送方向）から見た定着装
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置１００の要部の正面模式図である。図３の（ａ）は同じく縦断正面模式図、（ｂ）は図
１中矢印Ａ２方向から見た定着装置１００の要部の一部切り欠き模式図である（定着フィ
ルム１１２が切り欠かれている）。図４はフィルムユニット１０１の分解斜視模式図であ
る。
【００３５】
　ここで、定着装置１００において、正面側とは用紙Ｐが導入される側である。背面側と
はそれとは反対側である。左右とは定着装置１００を正面側から見て左（一端側）と右（
他端側）である。上流側と下流側は用紙搬送方向Ａ１に関して上流側と下流側である。な
お、図面は定着装置１００もしくはその構成部材の模式図であり、明細書に記載した構成
部材の実寸法とは比率的に対応しているものではない。
【００３６】
　本実施例における定着装置１００は、無端状ベルトとしての可撓性を有する筒状の定着
フィルム１１２を備えている、左右方向に長いフィルムユニット１０１を有する。また、
このフィルムユニット１０１と実質平行に配列されていて、定着フィルム１１２の外面（
外周面）に接触してニップ部Ｎｏを形成する回転体としての弾性を有する加圧ローラ１１
０を備えている。
【００３７】
　フィルムユニット１０１は、上記の定着フィルム１１２、加熱部材としての加熱ヒータ
１１３、加熱ヒータ１１３を保持するヒータホルダー１３０、ヒータホルダー１３０を支
持するステー１２０、左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒ等を有する。
【００３８】
　加熱ヒータ１１３は、細長い基板２０７（図５）とこの基板上に長手方向に沿って形成
された通電により発熱する平行２条の抵抗発熱体２０１、２０２を有するセラミックヒー
タであり、抵抗発熱体２０１、２０２に対する通電により急峻に昇温する。この加熱ヒー
タ１１３は、ヒータホルダー１３０に長手に沿って形成された溝穴１３０ａに、抵抗発熱
体２０１、２０２を有する表面側（第一の面）を外向きにして嵌め込まれて保持されてい
る。
【００３９】
　ヒータホルダー１３０は、加熱ヒータ１１３の熱を奪い難いように低熱容量の材料が好
ましく、本実施例では耐熱性樹脂である液晶ポリマー（ＬＣＰ）にガラスバルーンを入れ
、熱伝導率と熱容量を抑えたものを用いた。ヒータホルダー１３０は強度を持たせるため
に鉄製のステー１２０で加熱ヒータ１１３とは反対側から支えられている。定着フィルム
１１２は左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒ間において、加熱ヒータ１１３、ヒータ
ホルダー１３０、ステー１２０のアセンブリ（組み立て体）に対してルーズに外嵌されて
いる。
【００４０】
　左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒは耐熱性・電気絶縁性樹脂による左右対称形状
の成形体であり、それぞれ、ステー１２０の左端部と右端部の所定の位置に嵌着されて位
置決め固定されている。左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒは、それぞれ、定着フィ
ルム端部を受け止める第一規制部としての鍔座部１５０ａを有する。また、それぞれ、定
着フィルム１１２の左右端部に内嵌する第二規制部としての内面ガイド部１５０ｂを有す
る。この内面ガイド部１５０ｂのフィルム回転方向におけるフィルム内面当接形状はほぼ
半円形状である。
【００４１】
　加圧ローラ１１０は、その芯金１１７の両端部がそれぞれ装置シャーシ（不図示）の左
右の側板間に軸受部材を介して回転可能に保持されて配設されている。フィルムユニット
１０１はこの加圧ローラ１１０に対して加熱ヒータ１１３を対向させて実質平行に配列さ
れている。
【００４２】
　そして、左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒからそれぞれ外方に突出しているステ



(8) JP 6573414 B2 2019.9.11

10

20

30

40

50

ー１２０の左右の端部と装置シャーシ側の左右の固定のばね受け部材１０２Ｌ・１０２Ｒ
との間にそれぞれ加圧ばね１０３Ｌ、１０３Ｒが縮設されている。このばねの縮設反力に
よりステー１２０が加圧ローラ１１０の側に向う方向に所定の押圧力で押圧付勢される。
【００４３】
　この押圧付勢により、ヒータホルダー１３０に保持されている加熱ヒータ１１３の表面
（第一の面）とヒータホルダー１３０の表面の一部が定着フィルム１１２を挟んで加圧ロ
ーラ１１０に対して加圧ローラ１１０の弾性層１１６の弾性に抗して圧接される。
【００４４】
　これにより、加熱ヒータ１１３の表面側は定着フィルム１１２の内面に接触し、定着フ
ィルム１１２を内面から加熱する内面ニップＮｉを形成する。そして、定着フィルム１１
２を挟むように、加熱ヒータ１１３に対向して加圧ローラ１１０が圧接して定着フィルム
１１２の外表面と加圧ローラ１１０との間に用紙搬送方向Ａ１において所定幅の定着ニッ
プ（ニップ部）Ｎｏが形成される。
【００４５】
　加圧ローラ１１０は制御部４００で制御されるモータ（回転手段）Ｍの駆動力を動力伝
達機構（不図示）を介して受けて図１において矢印Ｒ２の反時計方向に所定の速度で回転
駆動される。本実施例では、加圧ローラ１１０は表面移動速度２００ｍｍ／ｓｅｃで回転
するようになっている。
【００４６】
　この加圧ローラ１１０の回転駆動に伴い定着フィルム１１２が、その内周面が定着ニッ
プＮｏにおいて加熱ヒータ表面に接触摺動しつつ加熱ヒータ１１３、ヒータホルダー１３
０、ステー１２０のアセンブリ周りを矢印Ｒ３の時計方向に従動回転する。この定着フィ
ルム１１２の回転を円滑にするために加熱ヒータ１１３およびヒータホルダー１３０の表
面と定着フィルム１１２の内面との間に潤滑剤（グリス）を介在させるとよい。
【００４７】
　左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒの鍔座部１５０ａは、それぞれ、定着フィルム
１１２の回転に伴う左右方向（幅方向）への片寄り移動を定着フィルム１１２の端部を受
け止めることで規制する。また、内面ガイド部１５０ｂは、それぞれ、定着フィルム１１
２の両端部を定着フィルム内面から支持して定着フィルム１１２の回転の支持をする（回
転軌道決め）。
【００４８】
　加熱ヒータ１１３は、後述するように、抵抗発熱体２０１、２０２の通電による発熱で
急峻に加熱され、所定の温度に立ち上げられて温調される。そして、加圧ローラ１１０が
回転駆動され、加熱ヒータ１１３が所定の温度に立ち上げられて温調された状態において
、画像形成部において未定着トナー像Ｔが形成された用紙Ｐが定着ニップＮｏに、画像面
が定着フィルム１１２に対面するように導入される。
【００４９】
　そして、用紙Ｐは定着ニップＮｏで挟持搬送されて、定着ニップＮｏにおいて加熱ヒー
タ１１３により加熱される定着フィルム１１２の熱とニップ圧で加熱加圧され、用紙Ｐに
未定着トナー像Ｔが固着像として定着される。
【００５０】
　Ｘは大サイズ用紙の通紙領域である。本実施例の装置において大小各種幅サイズの用紙
の通紙は用紙幅中心の所謂中央基準搬送でなされる。Ｏはその中央基準線（仮想線）であ
る。Ｘａは小サイズ用紙の通紙領域（通紙部：通過部）である。Ｘｂは小サイズ用紙を通
紙したときに生じる大サイズ用紙の通紙領域との差領域（（Ｘ－Ｘａ）／２）である非通
紙領域（非通紙部：非通過部）である。定着フィルム１１２の両端部はそれぞれフランジ
部材１５０Ｌ、１５０Ｒの鍔座部１５０ａによって鍔座部内面から通紙領域Ｘよりも外側
において規制されている。
【００５１】
　（加圧ローラ）
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　本実施例における加圧ローラ１１０は外径φ２０ｍｍであり、φ１２ｍｍの鉄製の芯金
１１７にシリコーンゴムを発泡した厚さ４ｍｍの弾性層１１６（発泡ゴム）が形成されて
いる。加圧ローラ１１０は、熱容量が大きく、熱伝導率が大きいと、加圧ローラ表面の熱
が内部へ吸収され易く表面温度が上昇しにくくなる。すなわち、できるだけ低熱容量で熱
伝導率が低く、断熱効果の高い材質の方が加圧ローラ表面温度の立ち上がり時間を短縮で
きる。
【００５２】
　上記シリコーンゴムを発泡した発泡ゴムの熱伝導率は０．１１～０．１６Ｗ／ｍ・Ｋで
あり、０．２５～０．２９Ｗ／ｍ・Ｋ程度のソリッドゴムよりも熱伝導率が低い。また、
熱容量に関係する比重はソリッドゴムが約１．０５～１．３０であるのに対して、発泡ゴ
ムが約０．４５～０．８５であり、低熱容量でもある。従って、この発泡ゴムは、加圧ロ
ーラ表面温度の立ち上がり時間を短縮できる。
【００５３】
　加圧ローラ１１０の外径は小さい方が熱容量を抑えられるが、小さ過ぎると定着ニップ
Ｎｏの幅が狭くなってしまうので適度な径が必要であり、本実施例では、外径をφ２０ｍ
ｍとした。弾性層１１６の肉厚に関しても、薄過ぎれば金属製の芯金１１７に熱が逃げる
ので適度な厚みが必要であり、本実施例では、弾性層１１６の厚さを４ｍｍとした。
【００５４】
　弾性層１１６の上には、トナーの離型層として、パーフルオロアルコキシ樹脂（ＰＦＡ
）からなる離型層１１８が形成されている。離型層１１８は定着フィルム１１２の後述す
る離型層１２７と同様、チューブを被覆させたものでも表面を塗料でコートしたものでも
良いが、本実施例では、耐久性に優れるチューブを使用した。離型層１１８の材質として
は、ＰＦＡの他に、ＰＴＦＥ、ＦＥＰ等のフッ素樹脂や、離型性の良いフッ素ゴムやシリ
コーンゴム等を用いても良い。
【００５５】
　加圧ローラ１１０の表面硬度は、低いほど軽圧で定着ニップＮｏの幅が得られるが、低
すぎると耐久性が低下するため、本実施例では、Ａｓｋｅｒ－Ｃ硬度（４．９Ｎ荷重）で
、４０°とした。
【００５６】
　（定着フィルム）
　本実施例における定着フィルム１１２は、外力をかけて変形させていない自由状態にお
いては、自身の弾性で外径がφ２０ｍｍの薄肉のほぼ円筒形状をなす可撓性を有する耐熱
性部材である。厚み方向には多層構成となっている。定着フィルム１１２の層構成として
は、フィルムの強度を保つための基層１２６と、表面への汚れ付着低減のための離型層１
２７からなる。
【００５７】
　基層１２６の材質は、加熱ヒータ１１３の熱を受けるため耐熱性が必要であり、また加
熱ヒータ１１３と摺動するため強度も必要である。そのため、ＳＵＳ（Ｓｔａｉｎｌｅｓ
ｓ　Ｕｓｅｄ　Ｓｔｅｅｌ：ステンレス鋼）やニッケルなどの金属やポリイミドなどの耐
熱性樹脂を用いると良い。金属は樹脂に比べると強度があるため薄肉化でき、また熱伝導
率も高いため、加熱ヒータ１１３の熱を定着フィルム表面へ伝達しやすい。
【００５８】
　樹脂は金属に比べると比重が小さいため熱容量が小さく温まりやすい利点がある。また
樹脂は塗工成型により薄肉のフィルムが成型できるため安価に成型できる。本実施例では
、定着フィルム１１２の基層１２６の材質としてポリイミド樹脂を用い、熱伝導率と強度
を向上させるためカーボン系のフィラーを添加して用いた。基層１２６の厚さは薄いほど
加熱ヒータ１１３の熱を定着フィルム表面に伝達しやすいが強度が低下するため１５μｍ
～１００μｍ程度が好ましく、本実施例では５０μｍとした。
【００５９】
　定着フィルム１１２の離型層１２７の材質は、パーフルオロアルコキシ樹脂（ＰＦＡ）
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、ポリテトラフルオロエチレン樹脂（ＰＴＦＥ）、テトラフルオロエチレン－ヘキサフル
オロプロピレン樹脂（ＦＥＰ）等のフッ素樹脂を用いると好ましい。本実施例ではフッ素
樹脂の中でも離型性と耐熱性に優れるＰＦＡを用いた。
【００６０】
　離型層１２７は、チューブを被覆させたものでも良いが、表面を塗料でコートしたもの
でも良く、本実施例では、薄肉成型に優れるコートにより離型層１２７を成型した。離型
層１２７は薄いほど加熱ヒータ１１３の熱を定着フィルム１１２表面に伝達しやすいが、
薄すぎると耐久性が低下するため、５μｍ～３０μｍ程度が好ましく、本実施例では１０
μｍとした。
【００６１】
　（加熱ヒータ）
　本実施例の加熱ヒータ１１３はフィルム加熱方式の加熱装置で用いられる一般的なヒー
タであり、セラミックス製の基板上に抵抗発熱体を直列に設けたものを用いている。
【００６２】
　図５の（ａ）は本実施例の加熱ヒータ１１３の表面側（第一の面）の模式図（図１中矢
印Ａ３方向から見た加熱ヒータ１１３の模式図）である。同図の（ｂ）は裏面側（第二の
面）の模式図（図１中矢印Ａ２方向から見た加熱ヒータ１１３の模式図）である。同図の
（ｃ）は（ｂ）におけるｃ－ｃ線に沿う拡大横断面模式図である。
【００６３】
　この加熱ヒータ１１３は、長手方向の幅Ｗｂ＝２７０ｍｍ、用紙搬送方向Ａ１の幅Ｗｈ
＝６ｍｍ、厚さＨ＝１ｍｍの細長いアルミナ板を基板２０７として用いている。そして、
この基板２０７の表面に長手に沿ってＡｇ／Ｐｄ（銀パラジウム）の平行２条の抵抗発熱
体２０１、２０２をスクリーン印刷により１０μｍ塗工し、その上に発熱体保護層２０９
としてガラスを５０μｍの厚さで覆ったものを用いた。
【００６４】
　本実施例において装置で搬送可能な最大幅サイズの用紙（大サイズ用紙）はレターサイ
ズの幅２１６ｍｍとしている。従って、本実施例において大サイズ用紙の通紙領域Ｘの幅
はレターサイズの幅２１６ｍｍである。平行２条の抵抗発熱体２０１、２０２の長手方向
の幅Ｗは、そのレターサイズ幅２１６ｍｍを十分加熱できるようにレターサイズの幅２１
６ｍｍより左右１ｍｍずつ長い２１８ｍｍとしている。
【００６５】
　基板２０７上の抵抗発熱体２０１、２０２はそれぞれ他端側の端部において導電体２０
３を介して直列に設けられ、発熱体保護層２０９で覆われている。抵抗発熱体２０１、２
０２の一端側の端部にはそれぞれ導電性の電極２０４、２０５が設けられている。この電
極２０４、２０５に対してコネクタ（不図示）を介して給電部４０１が接続されている。
【００６６】
　給電部４０１から電極２０４、２０５に通電されることで抵抗発熱体２０１、２０２が
全長幅Ｗに渡って発熱する。これにより、大サイズ用紙の通紙領域Ｘを包含している抵抗
発熱体２０１、２０２の全長幅Ｗに対応する加熱ヒータ長さ領域部分が急峻に加熱される
。
【００６７】
　加熱ヒータ１１３の裏面（基板２０７の裏面）には抵抗発熱体２０１、２０２の発熱に
応じて昇温したセラミック基板２０７の温度を検知するための温度検知素子１１５が配置
されている。
【００６８】
　温度検知素子１１５は大小どの幅の用紙も通紙領域となるヒータ部分の基板温度を検知
する。本例において、温度検知素子１１５は、ホルダー１３０に保持されている加熱ヒー
タ１１３の基板２０７の裏面に対して、ホルダー１３０に設けた穴部１３０ｂ（図４）か
ら差し込まれて基板裏面に設けられた後述する熱伝導部材１４０を介して当接されている
。即ち、温度検知素子１１５は熱伝導部材１４０を介して加熱ヒータ１１３の温度を検知
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する。
【００６９】
　温度検知素子１１５から制御部４００に加熱ヒータ１１３の温度に関する検知信号が入
力する。制御部４００は温度検知素子１１５から入力する加熱ヒータ１１３の温度に関す
る検知信号が所定の定着温度に対応する信号に維持されるように給電部４０１から加熱ヒ
ータ１１３の抵抗発熱体２０１、２０２に流す電流量（電力）を適切に制御する。即ち、
加熱ヒータ１１３の温度が所定の定着温度に温調される。
【００７０】
　（熱伝導部材）
　本実施例の加熱ヒータ１１３の裏面（基板２０７の裏面）には長手に沿って加熱ヒータ
１１３の長手に沿う温度を均すための熱伝導部材１４０が設けられている。熱伝導部材１
４０の材質としては、加熱ヒータ１１３の基板２０７の材質よりも熱伝導率が高い程、加
熱ヒータ１１３や定着フィルム１１２及び加圧ローラ１１０などの定着部材の温度を均す
効果が高い。上述の通り、熱伝導部材１４０としては、熱伝導性の高い銀ペーストを塗布
して設ける場合や、グラファイトのシートやアルミ板などの金属板を接触さる場合などが
ある。
【００７１】
　熱伝導部材１４０としてシートや金属板を用いる場合は、その厚みにより熱伝導部材１
４０の熱容量を調整し易い利点がある。本実施例では、金属の中では比較的高熱伝導であ
り安価で設置できるアルミ板を熱伝導部材１４０として用いた。熱伝導部材１４０は厚み
が厚い程温度を均す効果が高くなるため、小サイズ用紙を連続通紙する場合における用紙
定着処理の生産性が向上する。
【００７２】
　しかしながら、熱容量が大きくなってしまうため、加熱ヒータ１１３の立ち上がり時間
が遅くなってしまう。そのため、用紙Ｐの生産性と加熱ヒータ１１３の立ち上がり時間の
バランスで熱伝導部材１４０の材料や厚さを調整する必要がある。本実施例の熱伝導部材
１４０は、厚みが０．５ｍｍで、短手幅が加熱ヒータ１１３の幅Ｗｈと同じ６ｍｍのアル
ミ板を用いた。
【００７３】
　また、加熱ヒータ１１３の基板２０７であるアルミナと熱伝導部材１４０のアルミで熱
膨張率が違うため、加熱と冷却のヒートサイクルを繰り返すと熱伝導部材１４０が変形す
る場合がある。そのため、本実施例の熱伝導部材１４０は、長手方向中央部で２分割した
構成になっている。
【００７４】
　熱伝導部材１４０の長手分割は、分割数が多い程、熱伝導部材１４０の一つの長手幅が
小さくなるため、熱膨張も小さくなり、ヒートサイクルによる変形はし難くなる。しかし
、分割数が多い程、加熱ヒータ１１３の長手方向の熱の均し効果が小さくなってしまう。
特に上述のように小サイズ用紙を連続通紙した時の非通紙部Ｘｂ（図２）の温度をヒータ
長手方向に均すには、非通紙部Ｘｂと通紙部Ｘａに熱伝導部材１４０をまたがせる必要が
ある。本実施例の熱伝導部材１４０は、図５の（ｂ）のように、長手中央部で２つに分割
された構成とした。
【００７５】
　図５の（ｂ）に示すように、熱伝導部材１４０は、分割距離Ｙだけ離れて、長手方向中
央部で２つに分割された構成になっている。分割距離Ｙは分割した熱伝導部材１４０が熱
膨張した時に接触しないだけ離せば良く、本実施例では分割距離Ｙを５ｍｍとした。
【００７６】
　熱伝導部材１４０の長手方向の幅は長い程、熱を長手方向に均す効果は高くなるが、大
サイズ用紙を通紙した場合に、端部の熱が放熱し易くなるため、大サイズ用紙の幅方向端
部の定着性が低下する場合がある。そのため本実施例では熱伝導部材１４０の長手方向の
幅（左右端の位置）を加熱ヒータ１１３の抵抗発熱体２１０、２０２の長手幅Ｗと同じ幅
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にした。
【００７７】
　加熱ヒータ１１３と熱伝導部材１４０は、図１のように、ヒータホルダー１３０に設け
た溝穴１３０ａに嵌め込まれ保持されている。
【００７８】
　ここで、用紙Ｐの搬送路面内で用紙Ｐの搬送方向Ａ１と直交する方向において、大サイ
ズ用紙の通紙領域（通過領域）Ｘの領域内で、熱伝導部材１４０が加熱ヒータ１１３と接
触している領域を第一領域Ｑとする。また、熱伝導部材１４０が加熱ヒータ１１３と接触
していない分割離間領域を第二領域Ｓとする。第一領域Ｑは第二領域Ｓよりも広い。
【００７９】
　（定着フィルムの接触部材）
　次いで本発明の特徴である、無端状ベルト（定着フィルム）の接触部材について説明す
る。本実施例の定着装置１００には、定着フィルム１１２の内面と接触する接触部材１９
０が設けられている。この接触部材１９０が定着フィルム１１２と接触している領域を第
三領域Ｋとすると、接触部材１９０は、定着フィルム１１２の周方向において加熱ヒータ
１１３における第二領域Ｓに対応する位置に配設されている。第三領域Ｋは少なくとも第
二領域Ｓを含んでおり、本実施例においては、第三領域Ｋの幅Ｚは第二領域Ｓの幅Ｙとほ
ぼ同一である。
【００８０】
　図３の（ａ）、（ｂ）に示すように、熱伝導部材１４０は分割距離Ｙ（第二領域Ｓの幅
）だけ離れて長手方向中央部で２つに分割された構成になっている。定着フィルム１１２
の周方向において、熱伝導部材１４０が分割され加熱ヒータ１１３と熱伝導部材１４０が
接触していない第二領域Ｓに対応する位置に、定着フィルム１１２の内面と接触する接触
部材１９０が設けられた構成となっている。
【００８１】
　本実施例の接触部材１９０は、ヒータホルダー１３０と同じ材質の耐熱性樹脂のＬＣＰ
を用い、鉄製ステー１２０の上部に設けられ、回転状態の定着フィルム１１２の内面と常
に接触摺動する構成となっている。
【００８２】
　熱伝導部材１４０が長手方向で分割されているけれども上記のような接触部材１９０は
無い構成では、定着装置をコールド状態から加熱ヒータ１１３を立ち上げると、加熱ヒー
タ裏面に熱伝導部材１４０が接触していない第二領域Ｓが高温になる。そのため、定着フ
ィルム１１２に幅方向（長手方向）の温度ムラが発生した（図１６）。
【００８３】
　しかし、本実施例１の構成では、定着フィルム１１２の周方向において、第二領域Ｓに
対応する位置に定着フィルム１１２の内面と接触する接触部材１９０を設けている。その
ため、第二領域Ｓに対応する位置で高温になる定着フィルム１１２の温度を接触部材１９
０が低下させ、長手方向での定着フィルム１１２の温度ムラを低減することができる。
【００８４】
　また、本実施例の構成では、定着装置１００がホット状態になると定着フィルム１１２
の接触部材１９０の温度も上がるため、接触部材１９０が定着フィルム１１２の内面に接
触していても定着フィルム１１２の熱を奪い難くなる。そのためホット状態でも定着フィ
ルム１１２の温度ムラは発生し難い。本実施例の構成では、定着装置１００のコールド状
態からホット状態まで定着フィルム１１２や加圧ローラ１１０の長手方向の温度ムラが発
生し難い。
【００８５】
　すなわち、熱伝導部材１４０を分割して加熱ヒータ１１３に設ける構成において、定着
フィルム１１２の周方向において、加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓに対応する定着フィル
ム部分に接触部材１９０を接触させる。これにより、装置のコールド状態からホット状態
まで定着フィルム１１２や加圧ローラ１１０の温度ムラの発生を抑制することができる。
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【００８６】
　（効果の確認）
　ここで、接触部材１９０を有する本実施例１の構成と接触部材１９０の無い比較例構成
とで長手方向の温度ムラによる光沢ムラの発生有無の比較を行った。
【００８７】
　比較例構成としては、次の１）と、２）の構成も比較した。１）接触部材１９０が無い
構成、２）接触部材１９０が無く、かつ、第二領域Ｓに対応する加熱ヒータ部分の抵抗発
熱体の発熱量を抑えた構成。
【００８８】
　印字画像としては、全面に均一なパターンを印字すると光沢ムラが見えやすく、特にト
ナーの載り量が多いベタ画像を印字すると光沢ムラが発生し易い。定着装置１００が冷え
たコールドの状態から加熱ヒータ１１３を立ち上げ、全面ベタ画像と印字率が５０％の全
面ハーフトーン画像を交互に各５０枚ずつ印字し合計１００枚の画像に光沢ムラの発生有
無について確認した。
【００８９】
　定着画像において、加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓに対応する個所に光沢ムラが発生し
た場合を×、光沢ムラの発生が無い場合を○、として評価した比較結果を表１に示す。
【００９０】
【表１】

【００９１】
　比較例構成１）の通常の加熱ヒータを用いた場合、上述のように熱伝導部材１４０が暖
まっていないコールド状態の時、加熱ヒータ１１３の第一領域Ｑに対応する部分は加熱ヒ
ータ１１３の熱が熱伝導部材１４０に逃げる。そのため、加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓ
に対応する部分で温度ムラになる。
【００９２】
　そのため１～５枚目でベタ画像及び印字率の低いハーフトーン画像においても光沢ムラ
が発生した。しかし、印字枚数が多くなり熱伝導部材１４０が暖まったホット状態になる
と第一領域Ｑにおいて熱伝導部材１４０から加熱ヒータ１１３に熱が逃げなくなり光沢ム
ラの発生は無くなった。
【００９３】
　また、比較例構成２）の第二領域Ｓに対応する部分の抵抗発熱体の発熱量を抑えた構成
では、コールド状態では長手方向の温度ムラが無く光沢ムラの発生は無い。しかし、印字
枚数が多くなり熱伝導部材１４０が暖まったホット状態になると第二領域Ｓの発熱量が足
りなくなり光沢ムラが発生した。
【００９４】
　一方、本実施例１の構成では、ベタ画像においてもコールド状態からホット状態まで長
手方向の温度ムラによる光沢ムラの発生は確認されなかった。
【００９５】
　本実施例１の構成のように、定着フィルム１１２の周方向において、加熱ヒータ１１２
の第二領域Ｓに対応する位置に定着フィルム１１２の内面と接触する接触部材１９０を設
ける。これにより、定着装置１００の暖まり具合によらず、定着フィルム１１２と加圧ロ
ーラ１１０の温度ムラを抑制することができ、光沢ムラの画像不良を抑制することができ
る。
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【００９６】
　本実施例１の構成では、接触部材１９０の材質として耐熱性樹脂のＬＣＰを用いたが、
これに限らない。
【００９７】
　加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓの温度上昇に応じて、接触部材１９０の熱の吸熱量をそ
の形状や熱伝導率などで調整すると良い。例えば、加熱ヒータ１１３の入力電力が大きく
、加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓの温度上昇が非常に早い場合、第二領域Ｓに対応する定
着フィルム部分の熱を奪いやすくする接触部材１９０にすると良い。例えば、接触部材１
９０の表面性を良くすることや定着フィルム１１２との接触圧を高めることなどにより、
定着フィルム１１２から熱を奪いやすくさせても良い。
【００９８】
　また、接触部材１９０の材質を熱伝導の高い材料を用いて、これが接触している定着フ
ィルム部分から熱を奪いやすく、且つ熱容量を大きくするような調整しても良い。
【００９９】
　例えば、接触部材１９０の材料を熱伝導部材１４０と同じ金属（本実施例ではアルミ）
にして、加熱ヒータ１１３の第一領域Ｑと第二領域Ｓにそれぞれ対応する定着フィルム部
分の温度の立ち上がりを合わせる。これにより、定着フィルム１１２の温度ムラを均一に
するように調整しても良い。
【０１００】
　接触部材１９０を定着フィルム１１２の周方向に複数個所設けることや、接触部材１９
０を大きくして接触面積を大きくして熱を奪いやすくさせる構成にしても良い。
【０１０１】
　このように加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓに対応する定着フィルム部分の温度上昇に合
わせて、接触部材１９０の接触状態や形状、材料（熱伝導率や熱容量）などにより、定着
フィルム１１２から熱を逃がす量を最適化する。これにより、定着フィルム１１２の長手
方向の温度ムラを無くすように調整をすると良い。
【０１０２】
　［実施例２］
　第２の実施例を以下に説明する。本実施例２では定着フィルム１１２の内面に接触して
定着フィルム１１２の回転を内面から支持する支持部材（ガイド部材）を定着フィルム１
１２の周方向において加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓに対応する位置に一致させて配設す
る。即ち、上記の支持部材を接触部材としても機能させている。これにより、定着フィル
ム１１２の幅方向（長手方向）の温度ムラを抑制し、光沢ムラの発生を抑えている。これ
を以下に説明する。
【０１０３】
　本実施例２において、未定着トナー像を形成する画像形成装置については、上記実施例
１と同じく一般的であり、その説明を省略する。また定着装置１００においても、基本構
成は実施例１と同じフィルム加熱方式の画像加熱装置であり、同じ部材については、同一
の符号で示し説明を省略する。
【０１０４】
　図６の（ａ）に本実施例２の定着装置１００の横断面模式図を示す。同図（ｂ）にヒー
タホルダー１３０の斜視模式図を示す。図６の（ａ）中矢印Ａ１方向から見た定着装置１
００の模式図を図７の（ａ）に示す。図６の（ａ）中矢印Ａ２方向から見た定着装置１０
０の模式図を図７の（ｂ）に示す。図７は定着フィルム１１２の支持部材と熱伝導部材１
４０の位置関係が分かりやすいように、定着フィルム１１２と加熱ヒータ１１３と熱伝導
部材１４０は透かして点線で示す。
【０１０５】
　ヒータホルダー１３０には、定着フィルム１１２の回転を、用紙Ｐの搬送方向の上流側
から支持する上流支持部材１３１、及び下流側で支持する下流支持部材１３２が、ヒータ
ホルダー１３０の長手に沿って間隔をあけて複数個設けられている。ヒータホルダー１３
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０は、この支持部材１３１、１３２が、加熱ヒータ１１３と熱伝導部材１４０を保持する
保持部と一体となって成型されたものを用いた。
【０１０６】
　本実施例では、上流支持部材１３１と下流支持部材１３２は、通紙領域Ｘにおいて、ヒ
ータホルダー１３０の長手に沿って各５か所設けられている。そして、各支持部材１３１
、１３２は定着フィルム１１２の内面に接触することで定着フィルム１１２の回転支持（
回転ガイド）をする構成である。各支持部材１３１、１３２の定着フィルム１１２に対す
る接触部がそれぞれ第三領域（凸部）Ｋとなる。
【０１０７】
　そして、上記の支持部材１３１、１３２の長手方向５か所の内、長手中央部の支持部材
１３１、１３２は、定着フィルム１１２の周方向において加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓ
に対応する位置に一致させた構成となっている。即ち、この長手中央部の支持部材１３１
、１３２を第二領域Ｓに対応する接触部材としても機能させた構成となっている。これに
より、定着フィルム１１２の幅方向（長手方向）の温度ムラを抑制し、光沢ムラの発生を
抑えている。
【０１０８】
　一方、上記の長手中央部以外の支持部材１３１、１３２は、加熱ヒータ１１３の第一領
域Ｑに対応する定着フィルム領域において定着フィルム１１２を内面から支持している。
定着フィルム１１２の内面から接触することで定着フィルム１１２を支持する場合、支持
部材が接触する個所は基本的に定着フィルム１１２の温度が低下する。
【０１０９】
　しかし、加熱ヒータ１１３の第１一領域Ｑに対応する定着フィルム領域において定着フ
ィルム１１２を内面から支持する場合は、熱伝導部材１４０により温度が均される。その
ため、定着フィルム１１２の支持部の温度低下は緩和され、定着フィルム１１２や加圧ロ
ーラ１１０などの定着部材の長手方向の温度ムラは発生し難い。
【０１１０】
　前述した実施例１では、定着フィルム１１２の回転の支持を、定着フィルムの両端部に
おいて左右のフランジ部材１５０Ｌ、１５０Ｒの内面ガイド部１５０ｂによって内面から
支持されている構成であった。これに対して、本実施例２では通紙領域Ｘにおいても上記
支持部材１３１、１３２で支持している。通紙領域Ｘでも定着フィルム１１２の内面を支
持することで定着フィルム１１２の回転がより安定する。
【０１１１】
　定着フィルム１１２は上述の通り定着ニップＮｏで加圧ローラ１１０から動力をもらい
回転するため、定着フィルム１１２は定着ニップＮｏの位置を基準に回転する。定着ニッ
プＮｏの位置を決める加熱ヒータ１１３はヒータホルダー１３０によって位置が決められ
ている。そのため、定着フィルム１１２の回転を支持する支持部材１３１、１３２を加熱
ヒータ１１３の保持部と一体にすることで、定着フィルム１１２の回転軌道の位置を決め
やすい利点がある。
【０１１２】
　前述したように、熱伝導部材１４０を長手方向で分割した構成では、そのままでは、定
着装置１００をコールド状態から加熱ヒータ１１３を立ち上げると、加熱ヒータ１１３の
第二領域Ｓは高温になるため、定着フィルム１１２の温度ムラが発生していた。
【０１１３】
　しかし、本実施例２の構成においては、定着フィルム１１２の周方向において加熱ヒー
タ１１３の第二領域Ｓに対応する位置に定着フィルム１１２の支持部材１３１、１３２を
一致させて配置している。第二領域Ｓに対応する部分で高温になる定着フィルム１１２の
温度を低下させ、長手方向での定着フィルム１１２の温度ムラを低減することができる。
【０１１４】
　実施例１と同様に、本実施例２の構成でも、ホット状態になると定着フィルム１１２の
支持部材１３１、１３２の温度も上がるため、定着フィルム１１２の内面に接触していて
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も定着フィルム１１２の熱を奪い難くなる。そのためホット状態でも定着フィルム１１２
の温度ムラは発生し難い。そのため本実施例２の構成では、コールド状態からホット状態
まで定着フィルムや加圧ローラの長手方向の温度ムラが発生し難い。
【０１１５】
　本実施例２の構成においても、実施例１と同様に、光沢ムラの発生有無の確認を行った
が、ベタ画像においてもコールド状態からホット状態まで長手方向の温度ムラによる光沢
ムラの発生は確認されなかった。
【０１１６】
　上記の本実施例２の構成は、加熱ヒータ１１３の第一領域Ｑに対応する定着フィルム部
分を内面から支持部材１３１、１３２で支持する構成について説明した。しかし、第一領
域Ｑに対応する定着フィルム部分において支持部材１３１、１３２による温度ムラが発生
する場合は、第一領域Ｑに対応する定着フィルム部分において支持部材１３１、１３２を
接触させない構成にしても良い。
【０１１７】
　即ち、第二領域Ｓでは支持部材１３１、１３２が接触部材として定着フィルム１１２に
接触しているが、画第一領域Ｑでは支持部材１３１、１３２が定着フィルム１１２に接触
しない構成にしても良い。
【０１１８】
　定着装置１００の立ち上げ時間を短くするために、熱伝導部材１４０の熱容量を小さく
して対応する場合がある。例えば、アルミ板の厚さを薄くする場合や、高熱伝導の銀ペー
ストを薄く塗る場合、薄肉のグラファイトシートなどを使用する場合がある。このように
熱伝導部材１４０の熱容量が小さい場合、熱伝導部材１４０による加熱ヒータ１１３の長
手方向の熱の均し効果が低くなる。
【０１１９】
　そのため、第一領域Ｑに対応する定着フィルム部分においても支持部材１３１、１３２
で定着フィルムを内面から支持すると、温度ムラになることがある。このような場合、例
えば、図８に示すように、定着フィルム１１２の支持部材１３１、１３２を、加熱ヒータ
１１３の第二領域Ｓに対応する支持部材１３１、１３２だけを定着フィルム１１２の内面
に接触させる構成にする。そして、第一領域Ｑに対応する支持部材１６３は定着フィルム
１１２の通常の回転では接触しないように構成しても良い。
【０１２０】
　また、上記と同様な目的において、第三領域Ｋにおける支持部材（接触部材）１３１、
１３２の定着フィルム１１２との接触面積は、第一領域Ｑにおける支持部材１３１、１３
２との接触面積よりも広くするように構成しても良い。
【０１２１】
　また、第三領域Ｋにおける支持部材１３１、１３２の定着フィルム１１２との接触圧は
、第一領域Ｑにおける支持部材１３１、１３２の定着フィルム１１２との接触圧よりも高
くするように構成しても良い。
【０１２２】
　また、第三領域Ｋにおける支持部材１３１、１３２の熱伝導率は、第一領域Ｑにおける
支持部材１３１、１３２の熱伝導率よりも高くするように構成しても良い。
【０１２３】
　［その他の実施例］
　１）実施例１および実施例２において熱伝導部材１４０は、変形防止のため長手方向中
央部で２分割した構成について説明したが、この構成に限ったものではない。例えば、図
９の（ａ）に示すように、熱伝導部材１４０を３分割させた構成でも、加熱ヒータ１１３
の第二領域Ｓに対応する定着フィルム内面部分を支持する支持部材１３１、１３２を一致
させるように設ける。これにより、定着フィルム１１２長手方向の温度ムラは抑制でき、
光沢ムラを抑えることができる。
【０１２４】
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　前述したように、定着装置１００の立ち上げ時間を短くするために、熱伝導部材１４０
の熱容量を小さくして対応する場合において光沢ムラになるようであれば、図９の（ｂ）
のようにして対応できる。即ち、加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓに対応する部分のみで定
着フィルム１１２の内面を支持部材１３１、１３２で支持すれば、光沢ムラの発生を抑え
ることができる。
【０１２５】
　２）また、実施例１および実施例２においては、加熱ヒータ１１３の第二領域Ｓに対応
する定着フィルム部分において定着フィルム内面と接触摺動する接触部材１９０や支持部
材１４２、１６２について説明したが、この構成形態に限られない。例えば、図１０に示
すような回転する回転接触部材２２０を設けても良い。
【０１２６】
　回転接触部材２２０は、定着フィルム１１２の周方向において加熱ヒータ１１３におけ
る第二領域Ｓに対応させて、ステー１２０の上部位置に配設されている。そして、回転す
る定着フィルム１１２の内面に接触し矢印Ｒ４方向に回転するようになっている。このよ
うに定着フィルム１１２に接触する接触部材２２０を回転部材にすることで定着フィルム
１１２の回転トルクを抑えることができるだけでなく、定着フィルム１１２の内面の摩耗
や傷の発生を抑制することができる。
【０１２７】
　３）またこれまで説明した実施例においては、加熱ヒータ裏面に熱伝導部材が接触して
いない部分に定着フィルムの内面と接触する接触部材や支持部材について説明したが、こ
れに限らず、定着フィルム外表面と接触する接触部材を設けても良い。
【０１２８】
　図１１は、定着フィルム１１２に用紙Ｐが巻き付きそうになった場合に定着フィルム１
１２から用紙Ｐを分離するための分離爪２３０を定着フィルム１１２の外表面に接触させ
た例である。そして、定着フィルム１１２の周方向において加熱ヒータ１１３における第
二領域Ｓに対応する位置に一致させて上記の分離爪２３０を配設している。即ち、上記の
分離爪２３０を接触部材としても機能させている。これにより、定着フィルム１２２の幅
方向（長手方向）の温度ムラを抑制し、光沢ムラの発生を抑えている。
【０１２９】
　定着フィルム１１２の外表面に接触させる接触部材は、定着フィルム１１２の周方向に
おいて加熱ヒータ１１３における第二領域Ｓに対応する位置に一致させるように設置すれ
ば、この分離爪に限らず、上述と同様の作用効果が得られる。
【０１３０】
　４）また、実施例１および実施例２においては、モノクロ画像形成装置用の定着装置に
ついて、同一の構成で説明したがこの構成に限ったものでは無い。例えば、カラー画像形
成装置で多く用いられる定着フィルム１１２としてゴム層を有するフィルムを用いた構成
や、加圧ローラ１１０のゴム層としてソリッドゴムを用いた定着装置において本発明を適
応しても良い。
【０１３１】
　上記のようなカラー画像形成装置では、定着フィルム１１２や加圧ローラ１１０の熱容
量が大きいため、長手方向の温度ムラが緩和されやすい。しかし、複数色のトナー像を重
ねるため、モノクロの画像よりもトナーの載り量が多く温度ムラによる光沢ムラが発生し
易い。
【０１３２】
　５）また、用紙Ｐとして光沢紙を用い、高い光沢性（グロス）が求められるため、光沢
ムラが見えやすい場合がある。このようなカラー画像形成装置において、加熱ヒータ裏面
に熱伝導部材１４０を分割して用いる場合も上記のようにして対応できる。即ち、定着フ
ィルム１１２の周方向において加熱ヒータ１１３における第二領域Ｓに対応する位置に一
致させて接触部材を定着フィルムに接触させることで温度ムラによる光沢ムラを抑えるこ
とができる。
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【０１３３】
　６）また、以上説明した構成は、定着フィルム１１２と加圧ローラ１１０で形成される
定着ニップＮｏで用紙Ｐへのトナー像Ｔの定着を行う定着装置ついて説明した。図１２の
ような外部加熱方式の定着装置に本発明を適用しても光沢ムラを抑えることができる。
【０１３４】
　この外部加熱方式の定着装置１００は、加熱ヒータ１１３を定着フィルム１１２に内包
し定着ローラ３００の外表面に圧接して加熱ニップＮ２で定着ローラ３００の表面を加熱
する。定着ローラ３００にニップ部形成部材としての加圧ローラ３０１を圧接して形成さ
れた定着ニップＮ１で用紙Ｐへのトナー像Ｔの定着を行う構成となっている。
【０１３５】
　このような構成においても、加熱ヒータ１１３の裏面に熱伝導部材１４０を分割して設
ける場合に、実施例１や２と同様構成とする。即ち、定着フィルム１１２の周方向におい
て加熱ヒータ１１３における第二領域Ｓに対応する位置に一致させて定着フィルムに接触
する接触部材１９０などを配設する。これにより、長手方向の温度ムラを緩和することが
でき上述と同様の作用効果が得られる。
【０１３６】
　７）また以上説明した構成は、加熱ヒータ１１３が、加圧ローラ１１０若しくは定着ロ
ーラ３００に対向して形成されるニップ部で定着フィルム１１２を加熱する構成について
説明したが、これに限らない。
【０１３７】
　図１３に示すように、加熱ヒータ１１３と定着フィルム１１２の内面で形成する加熱ニ
ップＮ３が、定着フィルム１１２の外表面と加圧ローラ１１０で形成する定着ニップＮ４
とは別の個所に設けられる構成でも良い。１０４と１０５は定着フィルム１１２の内側に
配設され、定着フィルム１１２を挟んで加圧ローラ１１０と対向するバックアップ部材と
しての滑性板とその保持部材である。
【０１３８】
　このような構成においても、加熱ヒータ１１３の裏面に熱伝導部材１４０を分割して設
ける場合に、実施例１や２と同様構成とする。即ち、定着フィルム１１２の周方向におい
て加熱ヒータ１１３における第二領域Ｓに対応する位置に一致させて定着フィルムに接触
する接触部材１９０などを配設する。これにより、長手方向の温度ムラを緩和することが
でき上述と同様の作用効果が得られる。
【０１３９】
　８）画像加熱装置には、未定着トナー画像Ｔを固着像として定着する定着装置以外にも
、記録材に仮定着されたトナー画像あるいは一度加熱定着されたトナー像を再度加熱加圧
して光沢度を向上させる画質改質装置なども包含される。
【０１４０】
　９）図１２の装置において、ニップ部形成部材としての加圧ローラ３０１は定着ローラ
３００および用紙Ｐよりも表面の摩擦係数が小さい、横長のパッド状部材などの非回転部
材にすることもできる。定着ニップＮ１に導入された用紙Ｐは裏面側（非画像形成面側）
が非回転部材の形態のニップ形成部材の摩擦係数が小さい表面に対して摺動しながら、定
着ローラ３００の回転搬送力で定着ニップＮ１を挟持搬送されていく。
【０１４１】
　９）画像形成装置において、用紙Ｐにトナー像を形成する画像形成部は実施例の転写方
式の電子写真画像形成部に限られない。例えば、用紙Ｐとして感光紙を用いてこれにトナ
ー像を直接方式で形成する電子写真画像形成部であってもよい。また、像担持体として静
電記録誘電体や磁気記録磁性体を用いる転写方式の静電記録画像形成部や磁気記録画像形
成部であってもよい。また、記録材として静電記録紙や磁気記録紙を用いてこれにトナー
像を直接方式で形成する静電記録画像形成部や磁気記録画像形成部であってもよい。
【符号の説明】
【０１４２】
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　１００・・画像加熱装置、１１３・・加熱部材、２０７・・基板、２０１，２０２・・
抵抗発熱体、１１２・・無端状ベルト、１４０・・熱伝導部材、１９０・・接触部材、Ｎ
ｏ・・ニップ部、１１８・・回転体、Ｐ・・記録材、Ｔ・・画像、Ａ１・・記録材の搬送
方向、Ｘ・・最大幅サイズの記録材の通過領域、Ｑ・・第一領域、Ｓ・・第一領域、Ｋ・
・第三領域

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】

【図１６】



(24) JP 6573414 B2 2019.9.11

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２０１４－１２３１００（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２１２５８９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－１８９２１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－３１９７５２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－５８１９５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平６－２５０５４０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－４７３８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１４／０１８６０７７（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０３Ｇ　　１５／２０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

